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ひろぎん証券株式会社 



貸 借 対 照 表       (２０１９年３月３１日現在）

（単位：千円）

　　　　資　　　産　　　の　　　部 　　　　負　　　債　　　の　　　部

科　　　  目 金　　　額 科　　　  目 金　　　額

流動資産 26,571,059 流動負債 17,042,291

現金・預金 3,881,518 信用取引負債 2,443,696

預託金 10,150,000 信用取引借入金 2,042,730

顧客分別金信託 10,150,000 信用取引貸証券受入金 400,965

トレーディング商品 9,019 預り金 8,778,387

商品有価証券等 9,019 顧客からの預り金 8,276,702

約定見返勘定 606,901 その他の預り金 501,685

信用取引資産 9,197,323 受入保証金 2,317,199

信用取引貸付金 8,796,357 信用取引受入保証金 2,289,152

信用取引借証券担保金 400,965 先物取引受入証拠金 28,047

短期差入保証金 1,840,000 短期借入金 3,000,000

信用取引差入保証金 1,800,000 前受収益 3,294

先物取引差入証拠金 40,000 未払金 32,269

支払差金勘定 9,352 未払費用 243,133

短期貸付金 1,139 未払法人税等 81,057

立替金 74 賞与引当金 113,337

前払金 13,385 役員賞与引当金 3,663

前払費用 17,649 資産除去債務 26,253

未収入金 100,183

未収収益 712,330 固定負債 94,580

その他の預け金 32,214 資産除去債務 94,580

貸倒引当金 △ 33

特別法上の準備金 39,910

金融商品取引責任準備金 39,910

(金融商品取引法第46条の5)

固定資産 504,731

有形固定資産 171,643

建物 120,798 負 債 合 計 17,176,782

器具・備品 48,660

土地 2,184 株主資本 9,899,009

無形固定資産 79,234 資本金 5,000,000

ソフトウェア 62,594 資本剰余金 2,050,000

電話加入権 16,469 資本準備金 2,000,000

借地権 170 その他資本剰余金 50,000

投資その他の資産 253,854 利益剰余金 2,849,009

出資金 15 その他利益剰余金 2,849,009

長期差入保証金 160,899 繰越利益剰余金 2,849,009

長期前払費用 263

その他 6,426

繰延税金資産 88,259

貸倒引当金 △ 2,009 純 資 産 合 計 9,899,009

資 産 合 計 27,075,791 負 債 ・ 純 資 産 合 計 27,075,791

純　　資　　産　　の　　部



損 益 計 算 書

（単位：千円）

内　　　訳 金　　　　　額

5,293,972

受 入 手 数 料 2,544,734

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 2,280,328

金 融 収 益 414,455

そ の 他 の 営 業 収 益 54,453

140,157

5,153,814

4,352,061

取 引 関 係 費 1,200,931

人 件 費 1,870,622

不 動 産 関 係 費 422,589

事 務 費 535,381

減 価 償 却 費 178,644

租 税 公 課 77,139

貸 倒 引 当 金 繰 入 1,967

そ の 他 64,785

801,753

16,679

3,229

815,203

1,529

金融商品取引責任準備金戻入 1,529

78,126

固 定 資 産 除 却 損 21,853

減 損 損 失 31,203

そ の 他 25,070

738,606

234,466

△ 10,451

514,591

特 別 利 益

経 常 利 益

営 業 収 益

金 融 費 用

純 営 業 収 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

２０１８年４月 １ 日から

２０１９年３月３１日まで

営 業 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額



 

個 別 注 記 表 
 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、｢会社計算規則｣（平成 18 年法務省令第 13

号）の規定のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19年内閣府令第 52号）及び「有価証券関連

業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しており

ます。 

また、記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

【継続企業の前提に関する注記】 

  該当事項はありません。 

 

【重要な会計方針に係る事項】 
１．トレーディングの目的と範囲 

トレーディングは顧客との取引により顧客の資産運用等のニーズに対応することと自己の計算に基

づき利益を確保すること及び損失を減少させることを目的としております。取扱う商品は有価証券等の

現物取引であります。 
 
２．有価証券の評価の方法 

トレーディング商品に係わるもの        時価法 
トレーディング商品以外の有価証券（その他有価証券） 

時価のあるもの      時価法 
なお、取得原価との評価差額は全部純資産直入法によっており、売

却原価の算定は移動平均法によっております。 
時価のないもの   移動平均法による原価法によっております。 

 
３．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 
    定率法によっております。ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については、

定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 
② 無形固定資産（リース資産を除く） 
    定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 
 
４．引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
一 般 債 権  貸倒実績率によっております。 
貸倒懸念債権等  財務内容評価法によっております。 

② 賞与引当金 
従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度帰属分を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 
役員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度帰属分を計上しております。 



 

 
  ④ 金融商品取引責任準備金 

    有価証券の売買その他の取引等により生じた事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46

条の 5の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175 条に定めるところにより算出し

た額を計上しております。 

 
５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式を採用しております。 
 

【会計方針の変更に関する注記】 

  該当事項はありません。 

 

【表示方法の変更に関する注記】 

 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」に伴う変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年２月 16 日。以下「税

効果会計基準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の

区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 

【会計上の見積りの変更に関する注記】 

  該当事項はありません。 

 

【誤謬の訂正に関する注記】 

  該当事項はありません。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１．有形固定資産の減価償却累計額          282,971 千円 

 

２．担保等に供している資産 

   現金（信用取引差入保証金）        1,800,000 千円 

  担保資産の対象となる債務 

   信用取引借入金              2,042,730 千円 

   なお、上記のほか、先物取引等の証拠金として現金（先物取引差入証拠金）40,000 千円を差し入れ

ております。 

 

３．担保として差し入れを受けた有価証券の時価 

   信用取引受入保証金代用有価証券      10,901,433 千円 

   先物取引証拠金代用有価証券          5,572 千円 

   信用取引貸付金の本担保証券        4,828,717 千円 

  



 

４．関係会社に対する債権債務の注記 

  区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。 

① 株式会社広島銀行に係るもの 

預金                 3,403,923 千円 

長期差入保証金              10,016 千円 

短期借入金              3,000,000 千円 

未払費用                 88,079 千円 

 

【損益計算書に関する注記】 

  関係会社との取引高 

① 株式会社広島銀行に係るもの 

仲介業務等取扱手数料          564,971 千円 

出向者給与               194,527 千円 

振込手数料等               60,512 千円 

店舗等不動産賃借料            33,520 千円 

支払利息                 12,652 千円 

受入手数料                13,384 千円 

受取利息                   71 千円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

 １．発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末の 

株式数(株） 

当事業年度増加 

株式数(株) 

当事業年度減少 

株式数(株) 

当事業年度末の 

株式数(株） 

普通株式 1,000 － － 1,000 

 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  2018 年 6月 28 日開催の第 11期定時株主総会において、次のとおり決議しました。 

① 配当金の総額 337,500,000 円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 337,500 円 

④ 基準日 2018 年 3月 31 日 

⑤ 効力発生日 2018 年 6月 29 日 

 

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

  2019 年 6月 26 日開催の第 12期定時株主総会において、次のとおり決議する予定であります。 

① 配当金の総額 257,000,000 円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 257,000 円 

④ 基準日 2019 年 3月 31 日 

⑤ 効力発生日 2019 年 6月 27 日 

 

【税効果会計に関する注記】 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、未払事業税等によるものであります。評価性引当額によ

る減額は、23,798 千円であります。 

  



 

【リースにより使用する固定資産に関する注記】 

  リースにより使用している固定資産として、株価等表示装置等があります。 

 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組指針 

     当社の主たる事業は、有価証券の売買、売買の取次ぎ、引受・売出し・募集及び売出しの取扱い等

の業務を中核とする第一種金融取引業であります。これらの事業を行うために、必要な資金等につい

ては、自己資金又は銀行借入等によりに調達しております。 

     資金運用については、短期的な預金や信用取引の自己融資に振り向けております。 

（２）金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制 

     当社が保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令等に基づき外部金融機

関に信託する顧客分別金信託、顧客の資金運用ニーズに対応するための信用取引貸付金のほか、顧客

の資金運用に伴い受入れた預り金や受入保証金等があります。 

     預金は預入先の信用リスクに、信用取引貸付金は顧客の信用リスクに晒されています。顧客分別金

信託は、金融商品取引法により当社の固有の財産と分別され信託銀行に預託しておりますが、その信

託財産は信託法により保全されております。 

     預金については、ペイオフへの対応として原則として当座預金及び普通預金（決済性預金）として

おりますが、資金余剰時には効率的な運用を行うために通知預金を行っております。 

     信用取引貸付金については、顧客管理に関する社内規程等に基づき、当初貸付金額及びその後の市

場変動に応じて相当額の担保を顧客より受入れることとし、日々与信管理を行う体制としております。 

 

  



 

２．金融商品の時価等に関する事項 

    2019 年 3月 31 日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

  （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

(1)現金・預金 3,881,518  3,881,518  －  

(2)預託金 10,150,000  10,150,000  －  

(3)トレーディング商品 9,019  9,019  －  

(4)約定見返勘定 606,901  606,901  －  

(5)信用取引資産 9,197,323  9,197,323  －  

① 信用取引貸付金 8,796,357  8,796,357  －  

② 信用取引借証券担保金 400,965  400,965  －  

(6)短期差入保証金 1,840,000  1,840,000  －  

 ① 信用取引差入保証金 1,800,000  1,800,000  －  

 ② 先物取引差入証拠金 40,000  40,000  －  

資産計 25,684,763  25,684,763  －  

(1)信用取引負債 2,443,696  2,443,696  －  

① 信用取引借入金 2,042,730  2,042,730  －  

② 信用取引貸証券受入金 400,965  400,965  －  

(2)預り金 8,778,387  8,778,387  －  

(3)受入保証金 2,317,199  2,317,199  －  

(4)短期借入金 3,000,000  3,000,000  －  

負債計 16,539,283  16,539,283  －  

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

  資 産 

   (1) 現金・預金、(2) 預託金 

     時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) トレーディング商品 

     株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は金融機関等が提示している価格によっ

ております。 

(4) 約定見返勘定、(5) 信用取引資産、(6) 短期差入保証金 

     時価は、短期間で決済されることから、当該帳簿価額によっております。 

 

  



 

  負 債 

 (1) 信用取引負債、(2) 預り金、(3) 受入保証金、(4) 短期借入金 

     時価は、短期間で決済されることから、当該帳簿価額によっております。 

 

(注２) 金銭債権の決算日後の償還予定額            （単位：千円） 

区 分 １年以内 １年超 

現金・預金 3,881,518  －  

預託金 10,150,000  －  

トレーディング商品 9,019  －  

約定見返勘定 606,901  －  

信用取引貸付金 8,796,357  －  

信用取引借証券担保金 400,965  －  

信用取引差入保証金 1,800,000  －  

先物取引差入証拠金 40,000  －  

合 計 25,684,763  －  

 

(注３) その他の有利子負債の決算日後の返済予定額       （単位：千円） 

区 分 １年以内 １年超 

信用取引借入金 2,042,730  －  

短期借入金 3,000,000  －  

合 計 5,042,730  －  

 

【賃貸等不動産に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

【持分法損益等に関する注記】 

該当事項はありません。 

  



 

【関連当事者との取引に関する注記】 

親会社及び法人主要株主等との取引 

属性 
会社等

の名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

(百万

円) 

事業の

内容 

議決権等

の 所 有   

(被所有)

割合 

関連当事

者 

との関係 

取引内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

 

親会社 

 

株式会

社広島

銀行 

 

 

広島市

中区 

 

54,573 

 

銀行業 

 

被所有 

 

100.00％ 

 

金融商品

仲介業務 

 

不動産の

賃借 

 

預金 

 

運転資金

の借入等 

 

仲介業務等取

扱手数料 

 

出向者給与 

 

支払利息 

 

振込手数料等 

 

店舗等不動産

賃借料 

 

受入手数料 

 

受取利息 

 

564,971 

 

 

194,527 

 

12,652 

 

60,512 

 

33,520 

 

 

13,384 

 

71 

 

預金 

 

長期差入保

証金 

 

短期借入金 

 

未払費用 

 

 

 

3,403,923 

 

10,016 

 

 

3,000,000 

 

88,079 

 

 

 

 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。 

    ２．取引条件の決定方針等 

     ①金融商品仲介業務に係る仲介業務等取扱手数料は、株式会社広島銀行と協議のうえ決定しており

ます。 

     ②借入金金利は、市場金利等を勘案した上で適正に決定されております。 

     ③不動産賃借取引は、当社の店舗、駐車場として賃借しているもので、賃借料については近隣の取

引実勢を参考にして決定しております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

   １株当たり純資産額         9,899,009 円 36 銭 

１株当たり当期純利益         514,591 円 57 銭 


